第16号様式　その1

助成事業実施計画書
1. 事業の概要


	(1)
	事業の名称
	

	(2)
	事業所の名称
	

	(3)
	事業所の所在地
	

	(4)
	概要
	


省エネルギー診断担当ビジネス事業者
	会社名
	

	事業者登録年月日
	

	事業者登録番号
	


第16号様式　その2

2. 事業所の概要
	ふりがな
事業所の名称
	

	事業所の所在地
	

	建物の用途
	オフィスビル／テナントビル／複合ビル／工場／その他

	建築階数
	地上　 階、　　　　　地下　 階

	建物の延床面積
	m2

	建物竣工年月
	年　　  月

	事業所の改修履歴
	

	建物全体のエネルギー使用量
	年度　      kL/年（原油換算）

	事業所のエネルギー使用量
	年度　      kL/年（原油換算）

	事業所のCO2発生量
	年度　      t/年

	事業所のエネルギー費用
	年度　      千円/年

	建物の所有形態
	自己所有（区分所有　共有）
他者所有

	事業所範囲（延床面積）
	m2

	既存設備の所有者
	建物所有者　　　／　　　　テナント

	事業範囲の面積区分
	延床面積
	専用／共用面積比率

	事務所
	m2
	       %

	情報通信
	m2
	%

	商業
	m2
	%

	宿泊
	m2
	%

	教育
	m2
	%

	医療
	m2
	% 

	文化
	m2
	% 

	物流
	m2
	% 

	　　　　　駐車場
	m2
	%

	工場その他
	m2
	%

	共用部分
	m2
	% 


※ 事業所の名称には、必ず建物名を記載して、その後に事業所名を記載すること。
※ 建物の延床面積には、共用部を含めた建物全体の延床面積を記載すること。
※　各階平面図（写）には、助成事業範囲と地球温暖化対策計画書の事業所範囲は、対象範囲を色分けして明示すること。なお重なる部分は、同計画書の事業所範囲として、色分けすること。
※　④及び⑤は、設備の更新を計画した既存設備の現在位置、仕様性能、設置年月が確認できる書類とする
　こと。
添付書類： ①建物登記簿謄本、②会社事業所概要書（パンフレット等）、③各階平面図（写）、④現況写真、⑤既存設備の仕様書又は竣工図書（写）、⑥賃貸借契約書（写）（事業者がテナントの場合）、⑦地球温暖化対策計画書（写）
第16号様式　その3
3. 実施計画
3.1 計画概要
(1) 計画の概要
	事業費
	助成事業に要する経費　　　  ①
	千円

	
	助成対象経費　　　　　　　  ②
	千円


	
	助成金交付申請額　　　　 　 ③
	千円

	助成対象設備（既設）によるCO2発生量　④
	t-CO2/年

	CO2削減見込量　　　　　　　　 　　  ⑤
	t-CO2/年

	CO2削減見込率　　　　　　　 ⑤／④×100
	　　%

	費用対効果
	⑤／（①÷1000）
	　　　t-CO2/百万円･年

	
	⑤／（②÷1000）
	　　　t-CO2/百万円･年

	
	⑤／（③÷1000）
	　　　t-CO2/百万円･年

	工事完了予定
	平成　　年　　月

	備考
	


※　助成事業に要する経費は、第1号様式の助成金交付申請書の数値を記載すること。
※　ビジネス事業者が作成した省エネルギー診断報告書に基づいて記載すること。 

※　CO2削減見込率は、小数点下2桁目を四捨五入して記載すること。
※　費用対効果は、小数点下4桁目を四捨五入して記載すること。
 (2) エネルギー使用実績（詳細は別紙2参照）
	エネルギーの種類
	単位
	エネルギー使用実績

	
	
	年度
	年度
	年度

	電力
	MWh/年
	
	
	

	都市ガス
	千㎥/年
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	原油換算量
	kL/年
	
	
	

	CO2排出量
	t-CO2/年
	
	
	

	エネルギー費用
	千円/年
	
	
	


※　登録検証機関の検証を受けた数値と相違がないようにすること。
(3) 設備の概要（詳細は、別紙3参照）
第16号様式　その4

(4) 機器更新リスト
（事業所名：　　　　　　　　　　　）
	設備区分
	能力・効率
	既設設置年度
	更新後の能力
	更新後の動力
	台数

	
	
	
	
	
	

	対象設備
	
	－
	－
	－
	－
	－

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	－
	－
	－
	－
	－

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	－
	－
	－
	－
	－

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


	
	
	－
	－
	－
	－
	－

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	－
	－
	－
	－
	－

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	－
	－
	－
	－
	－

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	－
	－
	－
	－
	－

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	－
	－
	－
	－
	－

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	－
	－
	－
	－
	－

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	－
	－
	－
	－
	－

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


※　第1号様式：別紙-1『助成金交付申請内訳書』の設備区分を記載すること。
※　能力、動力には、単位も記載すること。（例；kW、m3/h）
※　記載欄が不足する場合は、適宜追加すること。
添付書類：①省エネルギー診断報告書（写）、②参考見積書、③参考カタログ、④想定機器据付図
第16号様式　その5

3.2　更新（導入）効果等
(1) CO2削減量の算出根拠（詳細は別紙4参照）
※　実測値を基に効果を算出している場合は、その計量結果を添付すること。
※　使用する数値の妥当性を確認し、説明を添付すること。
(2) 費用対効果
	設備区分
	エネルギーの種類
	削減量
	CO2削減見込量
	助成対象経費
	交付
申請額
	費用対効果

	
	
	
	t-CO2/年
	千円
	千円
	t-CO2/百万円･年

	
	
	①
	②
	③
	④
	②/（③÷1000）
	②/（④÷1000）

	対象設備
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


※  第１号様式：別紙『助成金交付申請内訳書』の設備区分を記載すること。
※  削減量には、電力（MWh）・ガス（千m3）・A重油（kL）等の削減効果を、それぞれの単位で記載すること。
※　第1号様式：別紙『助成金交付申請内訳書』の各設備区分に対する助成対象経費及び交付申請額を転記す
ること。
第16号様式　その6

4. 詳細工程及び資金調達計画
　※　交付決定日を想定して以下の予定日等を計画すること。
4.1　助成金事業の事業開始日（工事契約予定日）　平成　　　年　　　月　　　日
4.2　助成金事業の完了予定日（工事完了予定日）
平成　　　年　　　月　　　日
4.3　助成金事業の工事日数　　　　　日間（土日祝日を含む）
（実工事日数　　　　　日間）
4.4　助成金事業工程表（詳細は別紙5参照）
4.5　資金調達計画
	調達先
	調達金額
	備考

	自己資金
借入金

	（　　　　　）
（　　　　　）
　

	

	合　　　　計
	
	


※　上記調達金額合計は、第1号様式の (1)助成事業に要する経費の金額と合致させること。
※　自己資金と借入金は、内数としてカッコ内に記載すること。
第16号様式　その7

5. 実施事業に関する事項
5.1 その他の補助金・助成金等との関係
※ 当該事業に直接あるいは間接に関係するものについて、必ず記入すること。（誤記載等が後に判明した
場合、交付決定を取り消す場合もあります。）
本助成金以外に、他の機関から補助金等を受け、事業を実施する予定がありますか。
※　現在、補助金又は助成金を受けることが決まっている場合に加え、申請中及び申請予定のものについても必ず記入すること。
　　→　　1.実施する予定がある。

2.実施する予定はない。
（該当する番号を記入：　　　　　　　　　　　　　）
※　回答が1の場合は、以下に記入すること。
	①補助金等の名称
	②補助金等実施機関名
	⑥交付申請額※


	③補助金等のテーマ
	④実施期間
	

	
	⑤交付決定時期
	

	①
	②
	⑥


	③
	④　　年　　月　　日
　～　　　年　　月　　日
	

	
	⑤　　年　　月ごろ
	

	①
	②
	⑥


	③
	④　　年　　月　　日
　～　　　年　　月　　日
	

	
	⑤　　年　　月ごろ
	


※　交付が決定している場合は、交付決定額を記載すること。
（欄が不足する場合は、適宜追加すること）
5.2　許認可・権利関係等事業実施の前提となる事項
※ 事業実施に当たって許認可（届出）、権利使用（又は取得）の必要なものについて、その取得状況及び見通しを記載すること。
5.3　その他実施上問題となる事項
※　 実施上問題となる事項があれば、その内容と解決の見通しを記載すること。
第16号様式：別紙1その1

助成対象事業者について
1. 助成対象事業者に関する情報
	ふりがな
企業名
（屋号）
	

	ふりがな
代表者名
	

	開業・設立日
	明治・大正・昭和・平成　　　　　年　　　月　　　日

	業種
	業種分類
	事業内容：（該当するものに○をつけること）
1.製造業・建設業・運輸業・その他（　　　）
2.卸売業　　　3.サービス業　　　4.小売業


	
	大分類
	

	
	中分類
	

	
	小分類
	

	資本金（出資金）
	千円

	株主数（出資者数）
	人（法人も含む）

	発行済株式総数（出資総額）
	株　　（　　　　　　千円）

	
	全体
	大企業からの出向者

	役員数
	　　　　　　 　人
	　　　　　　　　　人

	従業員数
	人（役員は除く）
	

	企業の沿革
	※　申請した企業の創業等の沿革、過去・現在の主な事業を記載すること。


	代表者の略歴
	※　申請した企業の代表者の略歴を記載すること。


	ホームページアドレス
	http://


※　業種は、売上高が最も大きな業種を記載すること。
※　企業及び代表者の刑事上の処分などがある場合は、沿革又は略歴に記載すること。
第16号様式：別紙1その2

2. 助成対象事業者の現況等
(1) 株主（出資者）構成
1 株主構成
	株主（出資者）名
	資本金
	主たる事業
（業種）
	従業員数

	所有株式数
（出資額）
	出資
比率

	1. 
	百万円
	
	人
	株
（　　　千円）
	%

	2. 
	百万円
	
	人
	株
（　　　千円）
	%

	3. 
	百万円
	
	人
	株
（　　　千円）
	%

	4. 
	百万円
	
	人
	株
（　　　千円）
	%

	5. 
	百万円
	
	人
	株
（　　　千円）
	%

	6. 
	百万円
	
	人
	株
（　　　千円）
	%

	7. 
	百万円
	
	人
	株
（　　　千円）
	%

	8. 
	百万円
	
	人
	株
（　　　千円）
	%

	9. 
	百万円
	
	人
	株
（　　　千円）
	%

	10. 
	百万円
	
	人
	株
（　　　千円）
	%


※　個人が株主である場合は、以下の表にも記載すること。
※　出資比率は、小数点2桁目を切り捨てた数値を記載すること。
※　出資額が多い順に10位までの株主を記載すること。
2 個人株主情報
	株主（出資者）名
	企業名
	資本金
	従業員数

	主たる事業
（業種）

	1. 
	
	百万円
	人
	

	2. 
	
	百万円
	人
	

	3. 
	
	百万円
	人
	

	4. 
	
	百万円
	人
	

	5. 
	
	百万円
	人
	


※　上記出資比率上位10位までに名を連ねた個人株主が、他の会社役員に就任している場合、その企業名・資本金等を記載すること。
(2) 直近の決算期に製品・商品・サービス等別売上高（主たるもの）
	主な製品・商品・サービス等の売上高
	金額
	割合
	事業

	
	千円
	   %
	

	
	千円
	   %
	

	
	千円
	   %
	

	
	千円
	   %
	

	
	千円
	   %
	


※　事業については、①製造業・建設業・運輸業・その他、②卸売業、③サービス業、④小売業のいずれかの番号を記載すること。
第16号様式：別紙1その3

(3) 助成対象事業者が計画する助成事業の実施体制
(4) 助成対象事業者の今後の経営計画について
※　本事業期間内に総量削減義務の履行又は本事業における省エネルギー対策に影響を与える計画や予
定は必ず記載すること。
また、今後の経営計画、生産・販売の計画・展望、省エネルギー計画等についても記入すること。
第16号様式：別紙1その4

(5) 区分所有者の情報　事業範囲の区分所有者全員分（ただし、住居用を除く）
	区分所有者の会社名（個人名）
	業種
	資本金
（千円）
	従業員数
（人）
	大企業の関与
	区分割合
（%）

	（申請代表者）
	
	
	
	有・無
	

	
	
	
	
	有・無
	

	
	
	
	
	有・無
	

	
	
	
	
	有・無
	

	
	
	
	
	有・無
	

	
	
	
	
	有・無
	

	
	
	
	
	有・無
	

	
	
	
	
	有・無
	

	
	
	
	
	有・無
	

	
	
	
	
	有・無
	

	
	
	
	
	有・無
	

	
	
	
	
	有・無
	

	
	
	
	
	有・無
	

	
	
	
	
	有・無
	

	
	
	
	
	有・無
	

	
	
	
	
	有・無
	

	
	
	
	
	有・無
	

	
	
	
	
	有・無
	

	
	
	
	
	有・無
	

	
	
	
	
	有・無
	

	
	
	
	
	有・無
	

	
	
	
	
	有・無
	

	
	
	
	
	有・無
	


※　申請者が区分所有者で、ア　区分所有に係る事業所の共用部分で省エネルギー対策のための工事を実施す
る場合又はイ　専用部分のみの工事ではあるが、複数の区分所有者が申請者となる場合のみ記載すること。
※　アの場合は、すべての区分所有者につき特定中小規模事業者に該当するかどうかを記載すること。また、共用部分に要する経費について各区分所有者による負担を明示した協定書を添付すること。
※　イの場合は、申請者となる区分所有者につき記載すること。また、区分所有者の一行目には、申請代表者を記載し、申請者全員の代表者への承諾書を添付すること。
　　この場合には、申請者の全員について、助成対象事業者として第15号様式別紙１その1及び２を記載した上、決算報告書・確定申告書（直近3カ年分）及び納税証明書を含む添付書類とともに提出すること。
※　なお、本様式とは別に、申請者が申請することについて、他の事業者からの「区分所有者等の申請に係る同意書」（交付要綱第17号様式）を提出すること。
添付書類：①商業（法人）登記簿謄本（個人事業主の場合は、開業届の写し等、業種、設立年月日が証明される書類）、②建物登記簿謄本、③会社事業所概要書（パンフレット等）
第16号様式：別紙1その5

(6) 共有者の情報　事業範囲の共有者全員分
	共有者の会社名（個人名）
	業種
	資本金
（千円）
	従業員数
（人）
	大企業の関与
	区分割合
（%）

	（申請代表者）
	
	
	
	有・無
	

	
	
	
	
	有・無
	

	
	
	
	
	有・無
	

	
	
	
	
	有・無
	

	
	
	
	
	有・無
	

	
	
	
	
	有・無
	

	
	
	
	
	有・無
	

	
	
	
	
	有・無
	

	
	
	
	
	有・無
	

	
	
	
	
	有・無
	

	
	
	
	
	有・無
	

	
	
	
	
	有・無
	

	
	
	
	
	有・無
	

	
	
	
	
	有・無
	

	
	
	
	
	有・無
	

	
	
	
	
	有・無
	

	
	
	
	
	有・無
	

	
	
	
	
	有・無
	

	
	
	
	
	有・無
	

	
	
	
	
	有・無
	

	
	
	
	
	有・無
	

	
	
	
	
	有・無
	

	
	
	
	
	有・無
	

	
	
	
	
	有・無
	


※　申請者が事業所の共有者である場合のみ、他のすべての共有者について記載すること。
※　複数の共有者が申請者となる場合は、共有者の一行目には申請代表者を記載し、申請者全員の代表者への
承諾書を添付すること。
この場合には、申請者の全員について、助成対象事業者として第15号様式別紙１その1及び２を記載した上、決算報告書・確定申告書（直近3カ年分）及び納税証明書を含む添付書類とともに提出すること。
※　すべての共有者につき特定中小規模事業者に該当するかどうかを記載すること。また、助成対象事業に要
する経費の分担方法につき公社に説明した上、公社が指示する書類を提出すること。
※　なお、本様式とは別に、申請者が申請することについて、他の事業者からの「区分所有者等の申請に係る
同意書」（交付要綱第17号様式）を提出すること。
添付書類：①商業（法人）登記簿謄本（個人事業主の場合は、開業届の写し等、業種、設立年月日が証明される書類）、②建物登記簿謄本、③会社事業所概要書（パンフレット等）
第16号様式：別紙2

エネルギー使用実績
（事業所名：　　　　　　　）
	
	単位
	4月
	5月
	6月
	7月
	8月
	9月
	10月
	11月
	12月
	1月
	2月
	3月
	合計
	原油換算量
kL/年

	平成　　年度
	電力
	kWh
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	原油換算量
	kL
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	

	
	エネルギー費用
	千円
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	
	－

	平成　　年度
	電力
	kWh
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	原油換算量
	kL
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	

	
	エネルギー費用
	千円
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	
	－

	平成　　年度
	電力
	kWh
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	原油換算量
	kL
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	

	
	エネルギー費用
	千円
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	
	－


※　使用しているエネルギーの種類が上記の欄に記載されていない場合は、随時空欄にエネルギー名、単位及び数値を記載すること。
※　原則として3年度分を記載する必要がありますが、記載が困難な場合は、直近年度だけでも、提出可能とする。
※　原油換算量は、エネルギー毎には小数点以下2桁目を四捨五入して、合計欄には各エネルギーの原油換算量の小数点以下1桁目を四捨五入して記入すること。
第16号様式：別紙3

設備の概要
（事業所名：　　　　　　　　　　　　　）
設備区分項目：
※　助成対象設備について、対策（設備区分）ごとに、すべて記載すること。なお、本紙に書き切れない場合は、別添書類を添付すること。
1. 更新前
[image: image1.wmf]第一計画期間の義務履行状況の見通し表

１．　年度ごとの状況

下の表は最新の「地球温暖化対策計画書」の「６総量削減義務に係る状況」の

「（６）年度ごとの状況」に基づき記載すること。

よって、2010年度〜2012年度は実績値を記入する。

また、2013年度〜2014年度は合理的な根拠に基づく計算値を記入する。

注１　本助成事業（平成23年度〜平成25年度）の削減効果は計算値に含めること。

なお、本助成事業以外の削減効果は計算値に含めない。

単位： t （二酸化炭素換算） 

　　 ２．　第一計画期間の義務履行状況の見通しの分析�
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2. 更新後

第16号様式：別紙4

CO2削減量の算出根拠
	設備区分
	台
数
	消費エネルギー
	年間エネルギー削減量kL/年
	年間削減量
t-CO2/年

	
	
	既設
	更新
	
	

	対象設備
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	－

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	－
	－
	－
	－

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	－
	－
	－
	－

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	－
	－
	－
	－

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	－
	－
	－
	－

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	合　　　計
	
	
	
	
	


※　計算に必要な項目のみ記載すること。
※　本紙は、ビジネス事業者による省エネルギー診断報告書においてエネルギー削減量、削減率等が明
記され、その算定根拠が判断できる場合は、同報告書で代用することができる。ただし、機器ごとの
年間エネルギー削減量と年間CO2削減量が記載されていること。
　　　※　既設及び更新設備の消費エネルギーについては、別に算定資料を添付すること。（一般的な効率等
のデータを使用する場合は、それが公表されている資料等を添付すること。また、特殊なデータを使
用する場合は、データの信頼性を裏付ける資料を添付すること）
※　記載欄が不足する場合は、本ページを追加すること。
※　設備区分には、第1号様式：別紙『助成金交付申請内訳書』の表中の設備区分を記載すること。
添付書類：省エネルギー計算根拠書類
第16号様式：別紙５
（事業者名：　　　　　　　　　　　　）
助成金事業工程表
	
	年　　月
	年　　月
	年　　月
	年　　月
	年　　月
	年　　月

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	交付決定通知
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	工事契約
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	詳細設計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	工事着手
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	据付工事
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	試運転
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	機器・工事検収引渡し
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	工事完了届出書提出
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※　交付決定通知受領日を想定して記載すること。（必要に応じて適宜追加すること。）
添付書類：工事業者が提出する工事工程表（写）
第１６号様式：別紙６
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（日本産業規格A列4番）

